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明 細 苫

光学シート、面光源装置及び表示装置

技術分野

０００1 本発明は、光学シート、面光源装置及ひ表示装置に関する。更に祥しくは、被品表

示装置や広告板等のよぅに、透光性の表示体を背面から照明するハノクライト用の面

光源装置に好適に用いられる光学シート、その光学シートを有する面光源装置、及

ひその面光源装置を有する表示装置に関する。

背景技術

０００2 近年の被品表示装置においては、低梢費電力化、背型化及ひ軽呈化の必要に応

して、被品表示装置を背面から照明するための面光源装置も背型化及ひ軽呈化か

要求されると共に、光源からの光を有効に利用して光源ての低梢費電力化か図られ

ている。こぅした被品表示装置に用いる面光源装置としては、エノシライト型の面光源

装置と、直下型の面光源装置か知られている。

０００3 エノシライト型の面光源装置は、通常、透明なアクリル樹脂等の板状の導光体の一

側端面から光源光を人射し、その導光体の一方の面てある出光面から被品パネル

等の背面に光を出射するよぅにしている。この面光源装置においては、導光体の出

光面と反対側の面に光反射板や光反射膜を設けて光利用効率を向上させている。

また、導光体の出光面側に光拡散シートを設けて出射光の均一化を図っている。一

方、直下型の面光源装置は、光源を挟んた態様て被品パネルと反射板を配置してな

るものてあり、通常、光源光を反射板によって被品パネルの背面に反射させ、被品パ

ネルの手前に配置された光拡散シートて光を拡散させて出射光の均一化を図ってい
る。

０００4 こぅしたエノシライト型や直下型の面光源装置において、導光体の出光面には、卓

位ブリスムを複数配列してなる光学シートか配置され、その光学シートは、面光源装

置からの光を被品パネル等の表示体側に屈折透過させている。しかしなから、こぅし

た光学シートは、面光源装置からの光に起因した、等厚干渉縞や光源像の視甜によ

る輝度ムラあるいは明暗の繰り返し模様等の輝度不均一性を生しさせることかあり、こ



の光学シートを備えた液品表示装置は、その輝度不均一性にょって画像が乱れ易

いといぅ問題があった。

０００5 こぅした問題を解消するため、下記特許文献 では、複数の単位ブリズム面と反対

側の平滑面に微小凹凸を有する光学シートが提案されているが、この光学シートは、

面光源装置からの光を出光面の法線方向に集光して輝度を向上させるといぅ光学シ

ート本来の機能が低下してしまぅとレぢ問題が生じた。そこで、下記特許文献2，3で

は、出光面側の輝度の低下を伴ぅことなく、干渉縞の発生を抑制できるょぅにした光

学シート、面光源装置及び透過型表示装置が提案されている。この光学シートは、

透光性某材の表面に単位ブリズムを複数配列し、裏面を透光性材料からなるコーテ

ィング屑にょり覆ったものであり、特許文献2では、そのコーティング屑の透光性某材

と反対側の表面に多数の微小丘状突起を設け、また、特許文献3では、そのコーティ

ング屑に球状ビーズを含有させて微小突起形状を設け、いずれの場合も干渉縞の

発生等に起因する輝度の不均一化を抑制している。

特許文献 1 :特開平7 5 9０9号公報

特許文献2 :特開平 ０ ００9０8号公報

特許文献3 :特開平 332 4号公報

発明の開示

発明が解決しようとする課題

０００6 しかしながら、最近の高品位な液品表示装置の開発競争が激化している現況にあ

っては、上記特許文献2，3のいずれの光学シートを用いた場合であっても、輝度の

低下を伴ぅことなく「ぼかし」の程度を向上させて干渉縞等の発生等に起因する輝度

の不均一化を抑制するといぅ課題に対しては必ずしも十分とは言えず、さらなる改苦

が要求されている。

０００7 本発明は上記課題を解決するためになされたものであって、その目的は、輝度の

低下を極力抑制した状態で、「ぼかし」の程度を向上させて干渉縞等の発生に起因

する輝度の不均一化を抑制することができる光学シートを提供することにある。また、

本発明の他の目的は、そぅした光学シートを有する面光源装置及びその面光源装置

を備えた表示装置を提供することにある。



課題を解決するための手段

０００8 上記課題を解決するための本発明の光学シートは、透光性某材と、該透光性某材

の一方の面に設けられた、単位ブリズム又は単位レンズを複数配列してなる光学要

素と、前記一方の面と前記光学要素との間に及び 又は前記透光性某材の他方の

面上に設けられた光拡散屑とを有し、該光拡散屑のぅち少なくとも一方の面に設けら

れた光拡散屑が、光拡散要素としての空隙部を有することを特徴とする。

０００9 この発明によれば、透光性某材の一方の面と光学要素との間に及び 又は透光性

某材の他方の面上に設けられた光拡散屑のぅち少なくとも一方の面に設けられた光

拡散屑が光拡散要素としての空隙部を有するので、その光拡散屑に入射した光は光

拡散要素として作用する空隙部の界面で屈折又は反射する。その空隙部の屈折率

はほぼ であるので、その空隙部の界面での屈折又は反射により光の拡散が効果的

に起こり、全体的に「ぼかし」の程度を高めることができ、例えば面光源装置からの光

に起因した等厚干渉縞や光源像の視認による輝度ムラあるいは明暗の繰り返し模様

等の「輝度の不均一化」を抑制することができる。

００1０ また、本発明に係る光学シートは、いずれか一方の表面近傍に又は一方の面から

他方の面に至るまで光拡散要素としての空隙部が形成された透光性某材と、該透光

性某材の一方の面に設けられた、単位ブリズム又は単位レンズを複数配列してなる

光学要素とを有するよぅに構成された光学シートであってもよい。

００11 本発明の光学シートの好ましい態様として、前記空隙部を有する光拡散屑が微細

粒子を分散させた透明樹脂屑を は2軸に延伸して形成されてなり、前記空隙

部が断面視で該光学シートの法線に直交する方向に伸びた扁平形状であるよぅに構

成する。

００12 この発明によれば、空隙部が断面視で光学シートの法線に直交する方向に伸びた

扁平形状となっているが、こぅした形状は、微細粒子を分散させた透明樹脂屑を 軸

又は2軸に延仲することによって得ることができる。また、空隙部は光学シートの法線

に直交する方向に伸びた押し潰れたよぅな扁平形状であるので、例えば押し潰れて

いない球形状に比べ、空隙部の端部の曲率半径 (アール) が 、さい形態になってい

る。こぅした端部における界面では、光拡散屑に入射した光を大きく拡散することがで



きる。その結果、拡散性の高い光学シートとなる。

００13 なお、このときの微細粒子が透光性の粒子であれば、その微細粒子の周囲に形成

される空隙部も透明な空気から成るので、その光拡散屑に入射した光はその微細粒

子及びその周囲の空隙部に吸収されることなく透過する。その結果、光学シートへの

入射光を減衰させることなく光学要素側に透過させることができ、その光学要素で観

察者側に偏向させるので、輝度の低下を極力抑制することができる。

００14 本発明の光学シートの好ましい態様として、前記空隙部が平面視で 軸方向に配

向した略楕円形であるよぅに構成してもよレ七、前記空隙部が平面視で略円形である

よぅに構成してもよい。

００15 この発明によれば、いずれの形態からなる空隙部も、上記同様、空隙部 (特に空隙

部の端部 )での光の拡散性を高めることができ、拡散性の高い光学シートとなる。

００16 本発明の光学シートの好ましい他の態様として、前記光学要素を除いた光学シート

について該光学シートの法線と平行に直線光を人射し、該直線光が該光学シートを

透過した透過光の光拡散性を測定した場合において、該光学シートの法線に直交

する複数の仮想線上で測定した光拡散性が非等方的であるよぅに構成する。

００17 この発明によれば、光学シートの法線に直交する複数の仮想線上で測定した光拡

散性が非等方的であるので、この光学シートを任意の光源と細み合わせる場合にお

いて、その非等方的な拡散特性を活用して従来の輝度の不均一化の問題を解決す

ることが可能となる。

００18 前記他の態様においては、前記非等方的な光学シートの光拡散性が輝度と拡散

角とで表される光拡散曲線で表される場合に、該光拡散曲線から得られた半値幅の

ぅち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向が、平面視で 軸方向に配向した略楕

円形からなる空隙部の長軸方向に直交する方向になっている。

００19 この発明によれば、光拡散曲線から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を示す仮

想線の延びる方向 (すなわち最大の拡散特性を発揮する方向) が、平面視で 軸方

向に配向した略楕円形からなる空隙部の長軸方向に直交する方向になっているが、

こぅした方向の一致又は略一致は、略楕円形からなる空隙部の形状に起因するもの

である。詳しくは、略楕円形の空隙部は曲率半径 (アール) が 、さい端部が高い拡散



性を実現するが、その端部の割合は、 軸方向に配向した略楕円形からなる空隙部

22の長軸方向と平行な場合に比べ、直交する方が大きくなっていることに起因して

いる。

００2０ また、前記他の態様において、前記非等方的な光学シートの光拡散性が輝度と拡

散角とで表される光拡散曲線で表される場合に、該光拡散曲線から得られた半値幅

のぅち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向と、前記光学要素を構成する単位

ブリズム又は単位レンズの稜線方向と、が直交又は略直交するよぅに構成することが

好ま 、。

００2 1 光学シートの背面に複数の冷陰極管等を配置して直下型バックライトュニットを構

成する場合、通常、冷陰極管等の長手方向と光学要素が備える単位ブリズム又は単

位レンズの稜線方向とが平行又は略平行になるよぅに配置されるが、この発明によれ

ば、光拡散屑が最大の拡散特性を発揮する方向 (最大の半値幅を示す仮想線の延

びる方向) と前記した稜線方向とを直交又は略直交するよぅに構成するので、前記の

直下型バックライトュニットに由来したストライプ状の輝度ムラが発生するのを防ぐこと

ができる。なお、この態様は、単位ブリズム又は単位レンズの稜線方向と、 軸方向に

配向した略楕円形からなる空隙部の長軸方向とが平行又は略平行となる態様である

００22 また、前記他の態様において、前記非等方的な光学シートの光拡散性が輝度と拡

散角とで表される光拡散曲線で表される場合に、該光拡散曲線から得られた半値幅

のぅち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向と、前記光学要素を構成する単位

ブリズム又は単位レンズの稜線方向と、が平行又は略平行となるよぅに構成すること

が好ま 、。

００23 前記態様とは典なり、光学シートの背面に導光体を配置し該導光体の側端面に線

状光源を設けたェッジライト型バックライトュニットを構成する場合、通常、線状光源

の長手方向と光学要素が備える単位ブリズム又は単位レンズの稜線方向とが平行又

は略平行になるよぅに配置されるが、この発明によれば、光拡散屑が最大の拡散特

性を発揮する方向 (最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向) と前記した稜線方向

とを平行又は略平行となるよぅに構成するので、前記のェッジライト型バックライトュ二



ットに由来した線状光源の幅方向の輝度ムラが発生するのを防ぐことができる。なお

、この態様は、単位ブリズム又は単位レンズの稜線方向と、 軸方向に配向した略楕

円形からなる空隙部の長軸方向とが直交又は略直交する態様である。

００24 本発明の光学シートの好ま せらに他の態様として、前記光学要素を除いた光学

シートについて該光学シートの法線と平行に直線光を人射し、該直線光が該光学シ

ートを透過した透過光の光拡散性を測定した場合において、該光学シートの法線に

直交する複数の仮想線上で測定した光拡散性が等方的であるよぅに構成する。

００25 この発明によれば、光学シートの法線に直交する複数の仮想線上で測定した光拡

散性が等方的であるので、この光学シートを任意の光源と細み合わせる場合におい

て、その等方的な拡散特性を活用して従来の輝度の不均一化の問題を解決すること

が可能となる。

００26 本発明の光学シートにおいて、前記光学要素を除いた光学シートのJ S 7374

で規定される方法で測定した像鮮明度の値がスリットピッチ0・5 において 5以

下であり、J S 736 で規定される方法で測定したへイズ値が2０ 以上95

以下であることが好ま 、。

００27 この発明によれば、光拡散要素としての空隙部を有する光拡散屑を有するので、前

記光学要素を除いた態様での光学シート(すなわち、透光性某材上に、空隙部を有

する光拡散屑が形成されたもの)の像鮮明度の値がスリットピッチ0・5 で 5以下

であり、さらに光拡散要素を除いた態様での光学シートのへイズ値が2０ 以上95

以下となるよぅに構成できる。こぅした光学シートは、輝度の低下を極力抑制した状態

で前記した輝度の不均一化を抑制することができる。

００28 上記課題を解決するための本発明の第 態様に係る面光源装置は、透光性材料

からなり、少なくとも つの側端面から導入された光を一方の面である光放出面から

出射する導光体と、前記導光体の少なくとも前記 つの側端面から内部に光を人射さ

せる光源と、前記導光体の光放出面に設けられ、該光放出面から出射する光を透過

する光学シートと、を有する面光源装置であって、前記光学シートが、透光性某材と

、該透光性某材の一方の面に設けられた、単位ブリズム又は単位レンズを複数配列

してなる光学要素と、前記一方の面と前記光学要素との間に及び 又は前記透光



性某材の他方の面上に設けられた光拡散屑とを有し、該光拡散屑のぅち少なくとも一

方の面に設けられた光拡散屑が光拡散要素としての空隙部を有することを特徴とす

る。

００29 上記課題を解決するための本発明の第2態様に係る面光源装置は、透光性某材と

、該透光性某材の一方の面に設けられた、単位ブリズム又は単位レンズを複数配列

してなる光学要素と、前記一方の面と前記光学要素との間に及び 又は前記透光

性某材の他方の面上に設けられた光拡散屑とを有し、該光拡散屑のぅち少なくとも一

方の面に設けられた光拡散屑が、光拡散要素としての空隙部を有する光学シートと、

該光学シートの背面側から光を照射する光源と、

該光源の前記光学シートと反対側に配置され、前記光源からの光を前記光学シー

ト方向に反射する反射体と、を有することを特徴とする。

００3０ 上記第 及び第2態様の発明によれば、光学シートを構成する透光性某材の一方

の面と光学要素との間に及び 又は透光性某材の他方の面上に、光拡散要素とし

ての空隙部を有する光拡散屑が設けられているので、光源からの光が導光体の光放

出面から光学シートに入射し、その光拡散屑内の空隙部の界面で屈折又は反射す

る。その空隙部の屈折率はほぼ であるので、その空隙部の界面で屈折又は反射し

た光の拡散が効果的に起こり、全体的に「ぼかし」の程度が向上して前記した輝度の

不均一化を抑制することができる。

００3 1 なお、光拡散屑が有する空隙部の形成に微細粒子を利用した場合において、その

微細粒子が透光性の粒子であれば、光拡散屑に入射した光はその微細粒子に吸収

されることなく透過するので、光学シートへの入射光を減衰させることなく光学要素側

に透過させることができる。その結果、透過した光は光学要素で観察者側に偏向され

るので、輝度の低下を極力抑制することができる。

００32 本発明の第 及び第2態様に係る面光源装置において、前記光学シートを構成す

る光学要素が、前記光源からの光の出射側に設けられているよぅに構成してもよレ七
、前記光源からの光の入射側に設けられているよぅに構成してもよい。

００33 本発明に係る面光源装置は、前記第 及び第2態様に係る光学シートに代えて、い

ずれか一方の表面近傍に又は一方の面から他方の面に至るまで光拡散要素として



の空隙部が形成された透光性某材と、該透光性某材の一方の面に設けられた、単

位ブリズム又は単位レンズを複数配列してなる光学要素とを有する光学シートを用い

たよぅに構成されたものであってもよい。

００34 上記課題を解決するための本発明の表示装置は、平面状の透光性表示体と、該

透光性表示体の背面に配置され、前記透光性表示体を背面から光照射する上記本

発明に係る面光源装置と、を備えることを特徴とする。

００35 この発明によれば、表示装置の光源として上記本発明に係る面光源装置を用いた

ので、光源像や干渉縞が視認されたり、光源や導光体からの出光ムラが視認された

りすること等に起因する表示面での輝度分布の不均一化を抑制することができ、且つ

、均一性の高い再輝度照明光を表示パネル側に供給することができる。その結果、

輝度の低下を伴ぅことなく画像品質の程度を向上させた表示装置、特に最近の高品

位な液品表示装置を実現できる。

発明の効果

００36 本発明の光学シートによれば、光拡散屑が有する光拡散要素としての空隙部の存

在により、光の拡散を効果的に起こすことができるので、光学シートの「ぼかし」の程

度を全体的に向上させることができ、例えば面光源装置からの光に起因した等厚干

渉縞や光源像の視認による輝度ムラあるいは明暗の繰り返し模様等の「輝度の不均

一化」を抑制することができる。

００37 本発明の面光源装置によれば、上記効果を奏する光学シートを有するので、特に

最近の高品位な液品表示装置用の面光源装置として好ましく、輝度の低下を伴ぅこ

となく前記した輝度の不均一化を抑制する面光源装置を提供できる。

００38 本発明の表示装置によれば、上記効果を奏する面光源装置を有するので、光源像

や干渉縞が視認されたり、光源や導光体からの出光ムラが視認されたりすること等に

起因する表示面での輝度分布の不均一化を抑制することができ、且つ、均一性の高

い再輝度照明光を表示パネル側に供給することができるので、輝度の低下を伴ぅこと

なく画像品質の程度を向上させた表示装置、特に最近の高品位な液品表示装置を

実現できる。

発明を実施するための最良の形熊



００39 以下、本発明の光学シート、面光源装置及び表示装置の実施形態について、図面

を参照して詳しく説明するが、本発明は以下の説明及び図面に限定されるものでは

なく、その要旨の範囲内で種々変形して実施することができる。

００4０ 光学シート」

先ず、光学シートについて説明する。図 ～図3は、本発明の光学シートの例を示

す模式的な斜視図である。本発明の光学シート ０( ０ ０ C)は、図 ～図

3に示すよぅに、透光性某材 2と、その透光性某材 2の一方の面 に設けられた、

単位ブリズム 4又は単位レンズ (図 2中の符号 6 6 を参照 )を複数配列して

なる光学要素 6と、前記一方の面 と光学要素 6との間に及び 又は透光性某

材 2の他方の面S2上に設けられた光拡散屑 8とを有している。そして、光拡散屑

8のぅち少なくとも一方の面 ( 又はS 2) に設けられた光拡散屑 8が、光拡散要素と

しての空隙部22を多数有している。以下、本発明の光学シート ０の構成要素につ

いて詳しく説明する。

００41 (透光性某材 )

透光性某材 2は、光学シート ０の主要な構成部材であり、後で詳述する光学要

素 6の某材として作用すると共に、光源からの光の多くを光学要素 6側に透過する

よぅに作用する。透光性某材 2は、樹脂、ガラス、セラミックス等の材料からなる光透

過性の某材であればよく、特に某材単体での透過率が D 以上のものが好ましく用

いられる。なお、ここでいぅ透過率とは、例えば株式会社村上色彩技術研究所製の光

線透過率計 (型式 : 5０)等により測定した値である。透光性某材 2の厚さは

特に限定されないが、通常、5０は ～5０ / の範囲内である。

００42 樹脂材料からなる透光性某材 2としては、例えば、ボリエチレンテレフタレート、ボ

リブチレンテレフタレート、ボリエチレンナフタレート等のボリエステル樹脂、ボリメチル

メタクリレート等のアクリル樹脂、ボリカーボネート樹脂、ボリスチレン樹脂、ボリメチル

ペンテン樹脂等の熱可塑ャ生樹脂、ボリエステルアクリレート、ウレタンアクリレート、ェ
ポキシアクリレート等のオリゴマー及び 又はアクリレート系のモノマ一等からなる電

離放射線硬化性樹脂を紫外線又は電子線等の電磁放射線で硬ィヒさせた樹脂、等

で構成された透明性某材を好ましく挙げることができる。また、ガラスからなる透光性



某材 2としては、ソーダ硝子、棚珪酸硝子等が用いられる。

００43 透光性某材 2は、後述の光拡散屑 8とともに共押出しにより作製されたものであ

ってもよいし、それ以外の方法で作製されたものであってもよい。共押出しで作製さ

れた透光性某材 2又はその他の方法で作製された透光性某材 2は、光拡散屑 8

を有した状態で延仲処理される。延仲処理は、二軸延仲処理でも一軸延仲処理でも

よい。光拡散屑 8を有した透光性某材 2を延仲処理することにより、本発明の特徴

的な構成である空隙部22を形成することができるが、その詳細は後述する。

００44 (光拡散屑 )

図4は、図 に示す光学シートの拡大断面図である。また、図5は、光拡散屑の拡大

断面図であり、図6は、光拡散屑の拡大平面図である。光拡散屑 8は、本発明の特

徴的な構成であり、図5及び図6に示すように、光拡散要素としての空隙部22を多数

有する屑である。こうした光拡散屑 8は、図 に示す光学シート ０ のように、透光

性某材 2の一方の面 と光学要素 6との間に設けられていてもよいし、図2に示す

光学シート ０ のように、透光性某材 2の他方の面S 2に設けられていてもよいし、

図3に示す光学シート Cのように、透光性某材 2の一方の面 と光学要素 6と

の間及び透光性某材 2の他方の面S 2の両方に設けられていてもよい。なお、図6

中の ( )は光拡散屑 8が有する空隙部22の平面視形状が略楕円形である場合の

例であり、( ) は光拡散屑 8が有する空隙部22の平面視形状が略円形である場合

の例である。

００45 光拡散屑 8を構成する 釘脂材料 9としては、上記の透光性某材 2と同様の透明

な樹脂材料を好ましく挙げることができる。具体的には、ボリエチレンテレフタレート、

ボリブチレンテレフタレート、ボリエチレンナフタレート、エチレン一テレフタレートーイ

ソフタレート共重合体、エチレングリコールー 4 シクロヘキザンジメタノールーテ

レフタール酸共重合体等のボリエステル 酎脂、ボリメチル (メタ) アクリレート、ボリブチ

ル (メタ) アクリレート、メチル (メタ) アクリレートーブチル (メタ) アクリレート共重合体、メ

チル (メタ) アクリレートースチレン共重合体等のアクリル 酎脂 (なお、ここで、「(メタ) ア

クリレート」とは、アクリレート又はメタクリレートを意味する。) 、ボリカーボネート樹脂、

ボリスチレン樹脂、ボリメチルペンテン樹脂、熱可塑性ウレタン樹脂等の熱可塑性樹



脂、ボリェステル (メタ) アクリレート、ウレタン(メタ) アクリレート、

一ト等のオリゴマー及び 又はトリメチロールプロパントリ(メタ) アクリレート、ジペンタ

ェリスリトールヘキザ (メタ) アクリレート等の (メタ) アクリレート系のモノマ一等からなる

電離放射線硬化性樹脂を紫外線又は電子線等の電磁放射線で硬ィヒさせた樹脂、

等を挙げることができる。特に、上述した透光性某材 2と共押出可能な樹脂材料を

用いれば、製造上便利である。この光拡散屑 8を構成する樹脂材料 9の屈折率は

、通常、 ・4 5～・6０程度である。

００46 図5及び図6に例示した光拡散屑 8は、上記樹脂材料 9中に、微細粒子2０と、そ

の微細粒子2０の周りに存在する空隙部22とを有するよぅに構成されている。こぅした

形態の光拡散屑 8は、例えば微細粒子2０を分散させた透明樹脂を、上記の透光性

某材 2を形成する樹脂材料とともに共押出した後、又は上記の透光性某材 2上に

塗布形成した後、それらを 軸又は2軸に延伸して形成することができる。多数の空

隙部22は、平面視した場合の単位面積当たりの密度で形成する程度を表すことがで

き、後述の実施例の結果を踏まえれば、例えば平面視で 。 当たり ０個～3０００

個が好まい止いぅことができる。

００47 延仲処理によって多数の空隙部22を形成する場合において、その微細粒子2０は

、光拡散屑 8を構成する樹脂材料中にほぼ均一に分散するよぅに配合されている。

微細粒子2０は、一般的に光学シートに用いられる光透過性の微粒子であればよく、

例えば、スチレン樹脂微粒子、シリコーン樹脂微粒子、アクリル樹脂微粒子、 S樹

脂 (メタクリルースチレン共重合樹脂 )微粒子等の有機系微粒子、ガラス微粒子、ガラ

スビーズ等の無機系微粒子等が挙げられ、これらの 種又は2種以上を樹脂中に含

有させることができる。

００48 この微細粒子2０は、その屈折率が、光拡散屑 8を構成する樹脂材料 9の屈折率

と同じ又はそれ以下であることが好ま 、。微細粒子2０の材質を選択すればその屈

折率を任意の値とすることができるが、微細粒子2０の屈折率を光拡散屑 8を構成

する樹脂材料 9の屈折率と同じ又はそれ以下にして光拡散屑 8を形成することに

より、光拡散屑 8に入射した光が微細粒子2０を透過する際の光の拡散を効果的に

起こすことができる。なお、微細粒子2０の屈折率は、光拡散屑 8を構成する樹脂材



料 9と同様の ・4 5～・6０程度又はそれ以下であればよい。

００49 微細粒子2０の形状は特に限定されないが、通常は、球状、回伝楕円体、又は、角

が丸みを帯びた多面体等の略球状のものが入手の点で有利である。微細粒子2０の

平均粒径としては、3 は ～2 / の範囲内のものが好ましく用いられる。このときの

平均粒径は、光拡散屑 8の断面を顕微鏡観察して求めたものであって、測定試料

数5０以上の平均値で表したものである。

００5０ なお、本発明においては、微細粒子2０の表面が、光拡散屑 8を構成する樹脂材

料と相溶しないよぅな処理が施されていることが好ま 、。こぅした処理を微細粒子2０

の表面に施すことにより、透光性某材 2と光拡散屑 8とを共押出しで形成した後の

延仲処理によって、微細粒子2０と光拡散屑 8を構成する樹脂材料との界面で剥離

が起こり、空隙部22が形成され易くなると考えられる。その結果、光拡散屑 8内に上

記した所定形状の空隙部22を容易に形成することができる。

００5 1 次に、空隙部22の形状についてさらに詳しく説明する。

００5 2 空隙部22の平面視形状は、図6 ( ) に示すよぅに、 軸方向に配向した略楕円形

であってもよレ七、図6 に示すよぅに、特定の方向に配向しない略円形であっても

よいが、空隙部22の断面視形状は、図5に示すよぅに、 軸延仲と2軸延仲のいずれ

であっても、光学シート ０の法線 に直交する方向Xに伸びた押し潰れたよぅな扁平

形状となっている。ここで、「断面視形状」とは、平面視形状を観察する光学シートの

法線方向とは直交する方向から見た光学シートの断面形状である。また、「平面視形

状」とは、立体形状を視線方向に直交する平面に射影した平面形状のことをいぅ。

００5 3 図5及び図6に示す空隙部22は、微細粒子2０の周りに存在する。その空隙部22

は、微細粒子2０の全周に存在していてもよレ七、微細粒子2０の一部の周りに存在し

ていてもよいが、一部の周りに存在している場合には、できるだけ広い部分で空隙部

22が存在していることが好ま 、。空隙部22は空気屑として作用するので、その屈

折率はほぼ となる。そのため、光拡散屑 8に入射した光が、光拡散屑 8を構成す

る樹脂材料 9と空隙部22との界面で屈折又は反射し易く、光拡散が効果的に起こ

る。したがって、この空隙部22ほ、結果として光学シ一 Oを全体的に「ぼかし状態」

とするよぅに作用し、ぼかしの程度を向上させて、例えば面光源装置からの光に起因



した等厚干渉縞や光源像の視甜による輝度ムラあるいは明暗の繰り返し模様等の「

輝度の不均一化」を抑制することかてきるれづ効果を導く。

００54 空隙部22の形状は特に限定されないか、透光性某材 2と光拡散屑 8とを共押出

しした後の延仲処理によって形成した場合には、空隙部22は、図6に示すよぅに、そ

の輪郭形状か平面視形状て略楕円形 (図6 ( )参照 )又は略円形 (図6 ( )参照 ) に

なっている。図6 ( ) に示す略楕円形の空隙部22は、平面視て 軸方向に配向して

おり、いわゆる非等方ャ生 (典方ャ生)をもった形態となっている。一方、図6 ( ) に示す

略円形の空隙部22は、平面視て特定の方向に配向しておらす、いわゆる等方性を

もった形態となっている。なお、延仲処理はシートの縦方向と横方向て行われるか、

通常はいすれかの方向への延仲か大きいのて、空隙部22の輪郭は上記のよぅに通

常、平面視形状て略楕円形 (図6 ( )参照 ) になるものか多い。

００5 5 図7は、光拡散屑に含まれる空隙部ての光拡散性を球形の空隙部を例にして説明

する模式図てあり、図8は、光拡散屑に含まれる微細粒子ての光拡散性を球形の微

細粒子を例にして説明する模式図てある。光拡散屑 8に透光性某材の怯線方向 (

図7及ひ図8ては、下方から上方に向かぅ方向に相当する。)から人射した光は、図7

に示すよぅに、屈折率か約 ・56程度の樹脂材科 9と屈折率か約 ・0の空隙部22

との界面て大きく屈折する。一方、空隙部22を有さない光拡散屑ては、樹脂材科 9

の屈折率か約 ・56程度てあり、微細粒子2０の屈折率か約 ・4 9程度てあるのて、

図8に示すよぅに、あまり屈折しない。したかって、本発明の光学シート ０か備える空

隙部22は、光拡散屑 8に怯線方向から人射した光を効果的に拡散させることかてき

る。

００56 図9は、延仲処理した後に実際に現れる空隙部の平面視形状の模式図てある。ま

た、図 ０は図gの 断面図てあり、図 は図gの 断面図てある。延仲処理

した後に現れる空隙部22は、通常、透光性某材 2の延仲方向に延ひて、図5に示

すよぅにその断面か扁平しているとともに、図6に示すよぅにその平面視形状は略楕

円形状又は略円形状となっている。図9に示すよぅに、空隙部22を平面視した場合

における長軸方向の長さを「a 」とし、短軸方向の長さを「b」とした場合、空隙部22の「

a b」からなる形状は、延仲処理の条件によって任首に変化させることかてきる。例



えば、空隙部22を 軸延仲によって形成する場合には、所定倍率で縦延仲又は横

延仲のみを行ぅことにより、図6 ( ) に示すよぅに略楕円形状が 軸方向に延びて強

い典方ャ生 (非等方ャ生)を持つ空隙部22を形成することができる。なお、 軸延仲時の

延仲倍率は 倍より大きく、 ０倍程度で行ぅことが好ま 、。一方、空隙部22を2軸延

仲によって形成する場合には、所定倍率で、縦延仲と横延仲をその順に、横延仲と

縦延仲をその順に、又は縦延仲と横延仲を同時に行ぅことにより、図6 に示すよぅ

に等方的な略円形状の空隙部22を形成することができる。2軸延仲では、縦方向の

延仲倍率と横方向の延仲倍率とを調整することで、空隙部22の形状を調整すること

ができ、円形状から略円形状の広い範囲で調整することができる。なお、2軸延仲時

の延仲倍率は 倍より大きく、 ０倍程度で行ぅことが好ま 、。

００5 7 中でも、図6 ( ) に示すよぅな非等方的で典方性のある略楕円形状からなる空隙部

22を光拡散屑 8内に形成することにより、光拡散屑 8の光拡散性に典方性を持た

せることができる。長軸方向から見た略楕円形状の空隙部22は、図 ０に示すよぅに

、その上下面 (透光性某材の法線方向 の面) の中央部が比較的平らに近い形態と

なっている。そのため、その法線方向から人射して空隙部22の界面で屈折透過する

光の多くは、比較的平らで長い中央部の上下面で僅かに屈折して光学要素 6側に

抜けることになる。一方、略楕円形状の空隙部22の両端部では、光学シートの法線

方向 に近い角度の界面に入射した光の屈折が大きく、図 ０に示すよぅに、強い拡

散光となって左右に出光する。すなわち、その両端部は、空隙部22の端部を含んで

おり、曲率半径 (アール) が 体い形態になっているため、人射した光を大きく屈折さ

せて拡散させる。したがって、図 ０に示したよぅに、空隙部22の長軸方向において

は、大部分を占める中央部での光拡散は強くなく、多くの光をあまり拡散させずに透

過することができるので、一定の輝度を確保することができるれぢ特徴がある。

００58 一方、短軸方向から見た略楕円形状の空隙部22は、図 に示すよぅに、その上下

面 (透光性某材の法線方向 の面) の中央部が短く、図 ０の場合に比べて平らでは

ない。そして、光学シートの法線方向 に近い角度の界面に入射した光の屈折が大き

くなる両端部の占める割合が相対的に大きくなる。そのため、図 に示すよぅに、法

線方向から人射して空隙部22を屈折透過する光は、端部で大きく屈折し、強い拡散



光となって左右に出光する割合が大きくなる。したがって、図 に示したよぅに、空隙

部22の短軸方向においては、比較的強い光拡散が生じるとレづ特徴がある。

００59 こぅした特徴を整理すると、図 ０に示すよぅに、扁平で且つ楕円形状の空隙部22

の長軸方向断面に光が人射した場合、その両端部では空隙部22の長軸方向への

光の屈折に寄与するが、一つの空隙部22において寄与する両端部の長さは短軸の

長さに略比例するとレづことができる。同様に、図 に示すよぅに、扁平で且つ楕円

形状の空隙部22の短軸方向断面に光が人射した場合、その両拙部でほ空隙部22

の短軸方向への光の屈折に寄与するが、一つの空隙部22において寄与する両端

部の長さは長軸の長さに略比例するとレづことができる。このことから、空隙部22の形

状が楕円形状である場合、透過光の短軸方向の成分がより強く拡散することになり、

光拡散性を非等方的とすることができ、言い換えれば、光拡散性に典方性を持たせ

ることが可能となる。その光拡散性の典方性は、楕円形状からなる空隙部22の長径 a

、短径bの比率a bを制御することで拡散性の典方性を制御することができる。その

比率a bを大きくするほど、拡散性の典方性を大きくすることができる。

００6０ 空隙部22の数、形状、大きさ、容呈等は特に限定されないが、所望の法線輝度、

像鮮明度の値、ヘイズ値等を考慮して任意に調整できる。例えば、像鮮明度の値を

、さくしてぼかしの程度を大きくしたい場合には、空隙部22の数、形状、大きさ、容

呈等を増して光拡散を大きくするよぅに調整でき、逆に、像鮮明度の値を大きくしてぼ

かしの程度を 、さくしたい場合には、空隙部22の数、形状、大きさ、容呈等を減らし

て光拡散を 、さくするよぅに調整できる。空隙部22の数は、光拡散屑 8に含有させ

る微細粒子2０の数で調整することができ、空隙部22の形状と大きさは、例えば延仲

処理により空隙部22を生じさせる場合においては、延仲処理を 軸で行ぅか2軸で行

ぅかによって、さらには延仲の程度 (延仲倍率、延仲度といぅ。)を調整して設定するこ

とができる。空隙部22の容呈は、微細粒子2０の大きさと延仲の程度 (延仲度 )で調

整することができる。

００6 1 こぅした構成からなる光拡散屑 8の厚さは、特に限定されないが、通常5 は ～3０

は の範囲内である。

００62 光拡散屑 8は種々の方法で作製でき、好ましくは、上記のよぅに、微細粒子2０を



分散させた樹脂材科を準備し、その樹脂材科を透光性某材 2の押出材科とともに

共押出し又は全布し、得られたシートを一軸延仲又は二軸延仲等の延仲処理を行う

ことにより作製することかてきる。この延仲処理によって、微細粒子2０と光拡散屑 8

の構成樹脂との界面か剥離して空隙部22か形成される。

００63 (光学要素 )

光学要素 6は、透光性某材 2の一方の面 に設けられ、卓位ブリスム 4又は卓

位レンス (後述の図 2中の符号 6 6 を参照 ) を複数配タ してなるものてある。

光学要素 6は、図 ～図3に示すように、三角柱形状を呈する卓位ブリスム 4をそ

の稜線か平行になるように配列させてなるブリスム群てあってもよいし、図 ( ) に

示すように、断面か略半球面のシリントリかレ形状からなる卓位レンス 4 を多数配

列させてなるレンス群てあってもよいし、図 に示すように、略半球状突起から

なる卓位レンス 4 か二次元的に多数配列させてなる蝋の眼レンス 6 てあっても

よい。これら卓位ブリスム 4又は卓位レンス 4 4 の断面形状としては、円、楕

円、カ一シオイト、ランキンの卵形、ザイクロイト、又はインホリュート曲線等の連続て

柑らかな曲線、或いは、三角形、四角形、五角形又は六角形等の多角形の一部分

又は全体を用いたものを孝けることかてきる。なお、卓位レンス 4 4 は、図 2

に示すような凸レンスてもよいし、凹レンス (図示しない)てもよい。

００64 光学要素 6を有する光学シート ０は、 枚構成て用いることもてきるか、柱状レン

スを用いて2方向 (上 方向、左右方向) の光拡散角を制御するためには、光学要素

6を有する2枚の光学シート ０をその稜線か直交するように積層してもよい。この場

合レンス面の向きは、2枚とも同し向きにするのか、光の透過性か高く最も良好てある

か、光学要素 6側か対向して向き合うように構成してもよい。

００65 光学要素 6の構成材料としては、ボリ(メタ) アクリル酸メチル、ボリ(メタ) アクリル酸

フチル等の (メタ) アクリル酸エステルの卓独重合体、又は、(メタ) アクリル酸メチル一

(メタ) アクリル酸フチル共重合体等の (メタ) アクリル酸エステルの共重合体 (なお、こ

こ処て、「(メタ) アクリル酸」とは、アクリル酸又はメタクリル酸を首味する。) 、ボリエチ

レンテレフタレート、ポリフチレンテレフタレート等のポリエステル、ポリカーホネート、

ボリスチレン、ボリメチルペンテン等熱可塑性樹脂、或いは、紫外線又は電子線て架



橋した、多官能のウレタン (メタ) アクリレート、ボリエステル (メタ) アクリレート等の (メタ

) アクリレート、不飽和ボリエステル等透明な樹脂、透明な硝子等、透明なセラミノクス

等か用いられる。なお、光学要素 6 のレンス頂部から平面部まての厚刮ま、通常、2

は ～０００は 程度てある。

００6 6 光学要素 6 の形成方怯としては、例えは、公知の熱ブレス怯 (特開昭5 6 573

０号公報 ) 、紫外線硬化性の熱可塑性樹脂フィルムに口一ルエンホス版によって卓位

ブリスム又は車位レンスの形状をェンホス加工した後に紫外線を照射してそのフィル

ムを硬化させる方怯 (特開昭6 5 6 273 号公報 ) 、卓位ブリスム又は卓位レンスの

形状を刻段した回伝する口一ル凹版上に紫外線又は電子線硬化性樹脂被を全布し

凹部に充填した後、樹脂被を介して口一ル凹版上にフィルム状の透光性某材を被覆

したまま紫外線又は電子線を照射し硬化させ、その後それらをロール凹版から離型

して、ロール凹版の卓位ブリスム又は卓位レンスの形状をフィルム状の透光性某材

上に形成する方怯 (特開平3 号、米回特詐第457685 ０号等 ) 等を挙ける

ことかてきる。

００6 7 この光学要素 6 に要求される透光性は、各用途の使用に支障のない程度てあれ

はよく、無色透明か望ましいか、用途によっては着色透明又は艶梢半透明てあって

もよい。ここて、艶梢透明とは、透過光を半立体角内のあらゆる方向にほほ均一等方

的に拡散透過させる性質をいい、光等方拡散性と同義語として用いられる。

００6 8 こぅした構成要素からなる本発明の光学シート ０によれは、透光性某材 2 の一方

の面 と光学要素 6 との間に及ひ 又は透光性某材 2 の他方の面S 2 上に、光拡

散要素としての空隙部 2 2 を有する光拡散屑 8 か設けられているのて、その光拡散

屑 8 に入射した光は空隙部 2 2 の界面て屈折又は反射する。そして、その空隙部 2 2

の屈折率はほほ てあるのて、その空隙部 2 2 の存在により光の拡散か効果的に起こ

り、全体的に「ほかし状態」となって干渉縞等による輝度不均一化を抑制することかて

きる。

００6 9 なお、光拡散屑 8 に透光性の微細粒子2 ０か含まれている場合においては、その

光拡散屑 8 に入射した光はその微細粒子2 ０に吸収されることなく透過する。その結

果、人射光を極力減衰させることなく光学要素 6 側に透過させることかてきるのて、



輝度の低下を極力抑制することができる。

００7０ (光拡散屑の光拡散性と光学要素の関係 )

本発明の光学シートは、図6 ( ) に示す形態の空隙部22を形成して光拡散性を非

等方的なものとすることもできるし、図6 に示す形態の空隙部22を形成して光拡

散性を等方的なものとすることもできる。

００7 1 ここで、「非等方的な光拡散性」とは、図6 ( ) に示すよぅに、空隙部22の平面視形

状が 軸方向に配向した略楕円形状である光拡散屑 8を設けた場合に現れる特性

である。この非等方的な光拡散性は、光学要素 6を除いた光学シート ０を測定する

ことで確認できる。詳しくは、本発明の光学シート ０を構成する光学要素 6を削り取

って光学要素 6の機能を無くし、又は光学要素 6と同じ材料若しくは同じ屈折率の

透明材料を光学要素 6上に塗布等して光学要素 6の機能を無くした後の光学シー

ト(以下、こぅした光学シートを「某材シート」といぅ。)を形成し、その某材シートの法線

と平行に直線光を人射し、その直線光が某材シートを透過した透過光の光拡散性を

測定することにより、光拡散性を確認できる。この場合において、空隙部22の平面視

形状が 軸方向に配向した略楕円形状である光拡散屑 8を有する某材シートは、そ

の法線に直交する複数の仮想線上で測定した光拡散性が特定の方向で高くなって

おり、非等方的になっている。

００72 このときの光拡散性を輝度と拡散角とで表される光拡散曲線で表せば、その光拡

散曲線から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向 (すなわ

ち最大の拡散特性を発揮する方向) が、平面視で 軸方向に配向した略楕円形から

なる空隙部22の長軸方向に直交する方向に一致又は略一致する。こぅした方向の

一致又は略一致は、略楕円形からなる空隙部22の形状に起因するものであり、詳し

くは、既述したよぅに、略楕円形の空隙部22は曲率半径 (アール) が 、さい端部 (輪

郭部分) が高い拡散性を実現するが、その端部の割合は、 軸方向に配向した略楕

円形からなる空隙部22の長軸方向と平行な場合に比べ、直交する方が大きくなって

いることに起因している。

００73 一方、「等方的な光拡散性」とは、図6 に示すよぅに、空隙部22の平面視形状

が特定の方向に顕著に伸びていない略円形状である光拡散屑 8を設けた場合に



現れる特性である。この等方的な光拡散性は、光学要素 6を除いた光学シート ０を

測定することで確認できる。詳しくは、前記同様、本発明の光学シート ０を構成する

光学要素 6を削り取って光学要素 6の機能を無くし、又は光学要素 6と同じ材料

若しくは同じ屈折率の透明材料を光学要素 6上に塗布等して光学要素 6の機能を

無くした後の某材シートを形成し、その某材シートの法線と平行に直線光を人射し、

その直線光が某材シートを透過した透過光の光拡散性を測定することにより、光拡散

性を確認できる。この場合において、空隙部22の平面視形状が略円形状である光

拡散屑 8を有する某材シートは、その法線に直交する複数の仮想線上で測定した

光拡散性に大差なく、等方的になっている。

００74 このときの光拡散性を前記と同様に、輝度と拡散角とで表される光拡散曲線で表せ

ば、その光拡散曲線から得られた半値幅は各仮想線において大差ない。こぅしたこと

は、略円形からなる空隙部22の形状に起因するものであり、詳しくは、略円形の空隙

部22においても曲率半径 (アール) が 、さい端部 (輪郭部分) が高い拡散性を実現

するが、その端部の割合が等方的であることに起因している。

００75 図 3及び図 4は、本発明の光学シートが備える光学要素及び光拡散屑と、本発

明の光学シートに細み合わせる光源との関係を説明する構成図である。図 3は、直

下型バックライトュニットを光源として細み合わせる場合の構成図であり、図 4は、ェ
ッジライト型バックライトュニットを光源として細み合わせる場合の構成図である。本発

明の光学シート ０は、光拡散性の典方性 (非等方的な光拡散性 )を有するものとす

ることが可能であるので、図 3や図 4に示すよぅな細み合わせる光源の種類に応じ

て任意に適用することができる。例えば光源が方向性のある輝度ムラがある場合に、

本発明の光学シート ０を適用して光源が有する輝度ムラの方向の拡散性を強くもた

せることにより、輝度ムラを打ち消すことができ、その輝度ムラを効率よくぼかすことが

できる。

００76 図 3に示すよぅに、光学シート ０の背面に複数の冷陰極管等からなる光源34を配

置して直下型バックライトュニットを構成する場合、通常、冷陰極管等の長手方向 と

光学要素 6が備える単位ブリズム 4 ( は単位レンズ) の稜線方向Gとが平行又は

略平行になるよぅに配置される。こぅした場合において、図 3に示すよぅに、非等方的



な光拡散屑 8を有する某材シート 3の光拡散性を輝度と拡散角とで表される光拡

散曲線で表した場合に、その光拡散曲線から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を

示す仮想線の延びる方向 と、光学要素 6を構成する単位ブリズム 4 ( は単位レ

ンズ) の稜線方向Gと、が直交又は略直交するよぅに構成することが好ま 、。

００77 このよぅに構成してなる直下型バックライトュニットは、光拡散屑 8が最大の拡散特

性を発揮する方向 (すなわち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向) と、単位ブ
リズム 4の稜線方向Gとを直交又は略直交するよぅに構成したので、直下型バックラ

イトュニットを構成する冷陰極管等からなる光源34に由来したストライプ状の輝度ムラ

が発生するのをより効果的に防ぐことができる。

００78 一方、図 4に示すよぅに、光学シート ０の背面に導光体32を配置し該導光体32

の側端面32 に線状光源34を設けたェッジライト型バックライトュニットを構成する

場合、通常、線状光源34の長手方向 と光学要素 6が備える単位ブリズム 4 (

は単位レンズ) の稜線方向Gとが平行又は略平行になるよぅに配置される。こぅした場

合において、図 4に示すよぅに、非等方的な光拡散屑 8を有する某材シート 3の

光拡散性を輝度と拡散角とで表される光拡散曲線で表した場合に、その光拡散曲線

から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向 と、光学要素

6を構成する単位ブリズム 4 ( は単位レンズ) の稜線方向Gと、が平行又は略平

行となるよぅに構成することが好ま 、。

００79 このよぅに構成してなるェッジライト型バックライトュニットは、光拡散屑 8が最大の

、単位ブリズム 4の稜線方向Gとを平行又は略平行となるよぅに構成したので、ェッ

ジライト型バックライトュニットの光源構造に由来した線状光源34の幅方向 (長手方

向 )に生じる輝度ムラを防ぐことができる。

００8０ 以上説明したよぅに、非等方的な光拡散性を持つ光拡散屑 8と光学要素 6との位

置関係を、用いる光源に対応させて配置することにより、光源構造に由来する輝度の

不均一化の問題を解決することが可能となる。

００8 1 なお、上記において、単位ブリズム 4の稜線方向Gは、単位ブリズム 4の配列方

向Jに直交する方向である。また、上記において、光拡散屑 8が最大の拡散特性を



発揮する方向 (すなわち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向)は、 軸方向

に配向した略楕円形からなる空隙部22の長軸方向に直交する方向である。また、上

記においては、完成された光学シート ０から光学要素 6を除いて光拡散性を測定

しているが、光学シート ０の製造工程においては、後述の実施例に示すよぅに、光

学要素 6を形成する前の某材シート7 (延仲処理されて空隙部22も形成されてい
るシート)の光拡散性を測定して、光拡散性の非等方性や等方性を確認できる。

００82 光学シートの特 生)

上記構成要素からなる本発明の光学シート ０は、光学要素 6を除いた光学シート

(すなわち、透光性某材 2上に、空隙部22を有する光拡散屑 8が形成された「某

材シート 3」のこと。図 3及び図 4参照。)呵 S 7374で規定される方法で測

定した像鮮明度の値がスリットピッチ0・5 で 5以下、好ましくは ０以下であり、J

S 736 で規定される方法で測定したへイズ値が2０ 以上95 以下である

ことが好ま 、。本発明の光学シート ０及び光学シート ０を構成する某材シート 3

は、光拡散要素としての空隙部22を有する光拡散屑 8を有するので、前記範囲内

の光学特性を有するものとすることができ、得られた光学シート ０は、明るく且つぼ

かしも十分な光学シートとなる。像鮮明度の値とへイズ値は、主には、光拡散屑 8を

構成する空隙部22の大きさ等によって調整することができる。また、法線輝度につい

ては、後述の実施例で説明するが、従来の光学シートに対する相対値として比較し

て求めたものであり、好ましくは、従来の光学シートを ００。としたとき、96 以上で

あることが好ま 、。

００83 像鮮明度の値は、得られた光学シート ０を測定したものではなく、某材シート(すな

わち、透光性某材 2上に、空隙部22を有する光拡散屑 8を形成してなる某材シー

ト 3、又は、光学シート ０から光学要素 6を除いた後における某材シート 3を指す

。)匂 S 7374で規定される方法で測定したものであり、例えば0・ 5 、 ・

5 、 ・０ 、2・０ 等の任意の幅のスリットが形成されたスリット板を受光部の

前に配置し、光源から出た光の測定対象物を透過した光のぅち、スリット板を透過した

光の剖合を測定した結果である。像鮮明度の値が小さいほどぼかしの程度が向上し

て干渉縞等による輝度不均一性の発生を抑制することができるが、その値が大きい



ほどぼかしの程度が低下して干渉縞等による輝度不均一性が発生する。また、ヘイ

ズ値は、某材シート 3 の中心部を6 ０ 角で切り出した試験片について、光線透過

率計 (株式会社村上色彩研究所社製、型式 : 5 ０) を用い、J S 736

に従って測定した結果である。また、法線輝度は、光線出射角度毎に輝度を測

定する装置である微小偏角輝度計で測定された結果であり、その値が大きいほど明

るく見える。

００8 4 なお、上記において、光学要素 6 を除いた光学シートとは、光学シート ０を構成

する光学要素 6 を削り取って光学要素 6 の機能を無くした後の某材シート 3 、又

は、光学要素 6 と同じ材料若しくは同じ屈折率の透明材料を光学要素 6 上に塗布

等して光学要素 6 の機能を無くした後の某材シート 3 を例示できる。

００8 5 (その他の屑 )

光学シート ０において、光学要素 6 と反対側の面 (他方の面 S 2 といぅことがある)

には、光拡散屑 ( 図示しない) が設けられていてもよい。例えば、図3 に示すよぅな光

拡散屑 8 が光学シート ０の両面 S S 2 に形成されている場合において、裏面 S 2

側の光拡散屑 8 に代えて光拡散屑を設ける態様を例示できる。こぅした光拡散屑は

、光を拡散させる作用があればよく、一般的な光拡散シートに形成されているもので

ある。例えば、粒径が は ～3 ０は である光拡散微粒子が樹脂中に分散した屑、

例えば上記特許文献 2 ，3 で提案されたものと同じものを適用できる。

００8 6 光拡散屑は、光拡散微粒子を透光性バインダー樹脂に分散させね塗料を、吹付け

塗装、ロールコート等で塗工して形成される。光拡散微粒子の材料として、ボリメタク

リル酸メチル ( アクリル) 系ビーズ、ボリメタクリル酸ブチル系ビーズ、ボリカーボネート

系ビーズ、ボリウレタン系ビーズ、炭酸力ルシウム系ビーズ、シリカ系ビーズ等が用い
られる。透光性バインダー樹脂としては、アクリル、ボリスチレン、ボリエステル、ビニル

重合体等の透明な材料が用いられる。光拡散屑の厚刮ま、通常、 は ～2 ０ の

範囲である。
「

００8 7 (光学シートの製造方法 )

光学シート ０は種々の方法で製造できる。例えば、シート状の透光性某材 2 を準

備した後、その片面又は両面に光拡散屑 8 を形成し、又はそれらを同時に2 屑押出



し等て形成し、その後、光学要素 6を形成して得ることかてきる。透光性某材 2と光

拡散屑 8とを別々に形成する場合は、例えはン一ト状の透光性某材 2を押出成形

した後に、その片面又は両面に光拡散屑形成用樹脂被を全布乾燥させて光拡散屑

8を形成し、その後に延仲処理して微細粒子2０の周囲に空隙部22を有する光拡

散屑 8とし、その後、光学要素 6を形成して製造することかてきる。また、透光性某

材 2と光拡散屑 8とを同時に形成する場合は、例えはン一ト状の透光性某材 2と

光拡散屑 8とを2屑押出しして同時に形成した後、延仲処理して微細粒子2０の周

囲に空隙部22を有する光拡散屑 8とし、その後、光学要素 6を形成して製造する

ことかてきる。

００88 光学要素 6は、例えは、特開昭56 573 ０号公報に開示されているよぅな熱可

塑性樹脂の熱ブレス怯や、射出成形怯、又は、紫外線や熱による硬化性樹脂の圧

型成形怯等により製造することかてきる。また、他の製造方怯としては、例えは特開

平5 699 ０ 5号公報に開示されているよぅな、所望のレンス配列からなる光学要

素 6の賦形型を有する賦形口一ルに電離放射線硬化性樹脂被を充填し、これに延

仲処理後の光拡散屑 8か形成された透光性某材 2を重ねて、そのまま紫外線や

電子線等の電離放射線を透光性某材 2側から昭射して、電離放射線硬化性樹脂

被を硬化させる。その後、それらを賦形口一ルから剥離することにより、硬化した電離

放射線硬化性樹脂からなる光学要素 6か形成された光学ン一ト ０を製造すること

かてきる。

００89 (光学ン一トの他の態様 )

以上の挽明においては、本発明の光学ン一ト ０の代表的な形態として、図 ～図4

に示すよぅに、透光性某材 2と光拡散屑 8とは明確に別屑となっている。また、製怯

的にも透光性某材 2と光拡散屑 8とを溶融共押出し怯等の方怯て別屑として形成

する例を例示している。しかし、本発明はかかる形態にのみ限定されない。即ち、上

記した「透光性某材の一方の面及ひ 又は他方の面上に光拡散屑を投ける」とレづ

のは、最低限、透光性某材の一方の面及ひ 又は他方の面の少なくとも表面近傍

か、本発明特定の光拡散屑になっているものてあってもよレ亡とを首味している。

００9０ したかって、元来卓屑の透光性某材内において、何れか一方の表面近傍に空隙



部を含有するものてあってもよい。また、更には、元来卓屑の透光性某材内において

、一方の面から他方の面に至るまて連続的に空隙部を含有しているものてあってもよ

い。この場合は、換言すれは、光拡散屑卓屑の何れか一方の面上に、直接光学要

素か積層された形態ともいぅことかてきる。

００9 1 以上まとめると、本発明に係る光学シートは、いすれか一方の表面近傍に又は一方

の面から他方の面に至るまて光拡散要素としての空隙部か形成された透光性某材と

、核透光性某材の一方の面に設けられた、卓位ブリスム又は卓位レンスを複数配列

してなる光学要素とを有するよぅに構成された光学シートてあってもよい。この態様の

光学シートにおいても、その構成要素は、図 ～図4て既述した光学シートの構成要

素と同してあり、その光学シートと同し作用効果を奏する。

００92 面光源装置」

図 5は、本発明の第 態様に係る面光源装置の一例を示す斜視図てある。本発明

の第 態様に係る面光源装置3０は、いわゆるエノシライト型の面光源装置てあり、少

なくとも つの側端面32 から導入された光を一方の面てある光放出面32 から出

射する導光体32と、その導光体32の少なくとも前記 つの側端面32 から内部に光

を人射させる光源34と、導光体32の光放出面32 に設けられ、その光放出面32

から出射する光を透過する上記本発明に係る光学シート ０とを有している。

００93 導光体32は、透光性材科からなる板状体てあって、図 5において左側の側端面3

2 から導入された光を、上側の光放出面32 から出射するよぅに構成されている。

導光体32は、光学シート ０の材科と同様の透光性材科て形成されるか、通常、アク

リル又はボリカーホネート樹脂て形成される。導光体32の厚さは通常 は ～０

程度てあり、その厚さは全範囲て一定てあってもよレ七、図 5に示すよぅに、光源34

側の側端面32 の位置て最も厚く、反対方向に徐々に背くなるテ一パ形状てあって

もよい。

００94 導光体32は、光を広い面 (光放出面32 )から出射させるために、その内部 は表

面に光散乱機能か付加されていることか好ま 、。

００95 光源34は、導光体32の少なくとも つの側端面32 から内部に光を人射させるも

のてあり、導光体32の側端面32 に沿って配置されている。光源34としては、図 5



に示すよぅな線状の光源に限定されるものでなく、白熱電球、 (発光ダイオー同

等の点光源を側端面32 に沿ってライン状に配置してもよい。また、小形の平面蛍

光ランプを側端面32 に沿って複数個配置するよぅにしてもよい。

００96 導光体32の光放出面32 には、上述した本発明に係る光学シート ０が設けられる

。通常は、その光放出面32 に光学シート ０を載置するよぅに設けられるが、その形

態は特に限定されない。光学シート ０は、その光学要素 6の反対面が導光体32の

光放出面32 になるよぅに設けられる。なお、光学シート ０の詳細については既に

説明したのでここでは省略する。

００97 光反射板 36は、導光体32の光放出面32 と反対側の面に設けられると共に、左

側の側端面32 以外の側端面に設けられ、これらの面から出射する光を反射して導

光体32内に戻すためのものである。光反射板 36は、薄い金属板にアルミニウム等を

蒸着したもの、又は、白色の発泡P (ボリエチレンテレフタレート)等が用いられる。

００98 図 6は、本発明の第2態様に係る面光源装置の一例を示す斜視図である。本発明

の第2態様に係る面光源装置4０は、直下型の面光源装置であって、上記本発明に

係る光学シート ０と、光学シート ０の光学要素 6側の反対面から光を照射する光

源34と、光源34からみて光学シートの反対側に配置され、光源34からの光を光学シ

ート ０の方向に反射する凹面状の反射体44とを有している。なお、光学シート ０の

詳細については既に説明したのでここでは省略する。

００99 光源34からの光は、光学シート ０側の光放出面4 2に向かって光学シート ０を透

過するものと、反射体44で反射した後に光放出面4 2に向かって光学シート ０を透

過するものがある。

０1００ 光反射板44は、上記第 態様の面光源装置と同様、薄い金属板にアルミニウム等

を蒸着したもの、又は、白色の発泡P (ボリエチレンテレフタレート)等が用いられる

。光反射板44の形状は、光源34からの光を平行光線として均一に反射できるもので

あればよく、凹円弧状、放物面柱状、双曲線柱状、楕円柱状等の形状が選択される

０1０1 図 7は、本発明の第 及び第2態様に係る面光源装置の他の一例を示す透視断

面図であり、( ) は第 態様に係る面光源装置の他の一例を示し、( ) は第2態様に



係る面光源装置の他の一例を示す。図 ( ) に示す面光源装置3０は、上記の図

5の面光源装置3０とは光学シート ０を構成する光学要素 6の向きが典なるもので

あり、その光学要素 6が、光源34から光学シート ０に向かって光が出射する側、す

なわち導光体32の光放出面32 側に設けられている態様であってもよい。また、図

7 に示す面光源装置4０は、上記の図 6の面光源装置4０とは光学シート ０を

構成する光学要素 6の向きが典なるものであり、光学シート ０を構成する光学要素

6が、光源34から光学シート ０に向かって光が出射する側、すなわち光学シート

０側の光放出面4 2側に設けられている態様であってもよい。

０1０2 また、本発明に係る面光源装置の他の態様として、例えば図 ～図4に示す態様に

係る光学シート ０に代えて、いずれか一方の表面近傍に又は一方の面から他方の

面に至るまで光拡散要素としての空隙部が形成された透光性某材と、該透光性某材

の一方の面に設けられた、単位ブリズム又は単位レンズを複数配列してなる光学要

素とを有する光学シートを用いた面光源装置であってもよい。

０1０3 表示装置」

図 8及び図 9は、本発明の表示装置としての液品表示装置の例を示す概略斜視

図である。図 8に示す液品表示装置5０は、平面状の透光性表示体である液品パネ

ル52と、その液品パネル52の背面に配置され、液品パネル52を背面から光照射す

る上記本発明に係るェッジライト型の面光源装置3０とを備えている。また、図 9に示

す液品表示装置6０も同様に、平面状の透光性表示体である液品パネル6 2と、その

液品パネル6 2の背面に配置され、液品パネル6 2を背面から光照射する上記本発明

に係る直下型の面光源装置4０とを備えている。液品表示装置5０ 6０は、バックライ

ト面光源装置3０ 4０を備えた透過型の液品表示装置であり、液品画面を形成する

各画素を面光源装置3０ 4０からの出射光によって裏側から照明するよぅに構成され

ている。なお、面光源装置としては、図 ) ( ) に示す態様の面光源装置3０，4

０を適用してもよい。

０1０4 この液品表示装置5０ 6０は、本発明に係る面光源装置3０ 4０を構成部材として

有するが、その面光源装置3０ 4０は、像鮮明度の値が 、さい某材シートを有した法

線輝度の高い光学シート ０を備える。その結果、液品表示装置5０ 6０は、良好な



輝度を得ることができると共に干渉縞等による輝度不均一化が生じないので、良好な

画像を形成することができる。

実施例

０1０5 次に、実施例と比較例を挙げて、本発明を更に詳しく説明する。

０1０6 (実施例 )

透光性某材形成用の押出樹脂として屈折率 ・56のボリェチレンテレフタレート(以

下「P 」で表す。)樹脂を用い、光拡散屑形成用の押出樹脂として屈折率 ・56の

P 樹脂を用いて、両者を共押出装置に投入して2屑押出を行った。光拡散屑形成

用の押出樹脂は、平均粒径 で屈折率 ・56のボリェステル樹脂からなる微細

粒子2０を上記のP 樹脂材料中に2０重呈部分散せしめたものである。得られたシ

ートは引き続き延仲装置で延仲処理され、処理後の厚刮ま、透光性某材 2であるP

樹脂某材が 6 3 は であり、光拡散屑 8が2 5 は であった。こぅして所定の空隙

部22が形成された光拡散屑 8を備えてなる某材シート7 を作製した。なお、延仲処

理は、延仲装置を利用し、2屑押出シートの長尺方向と幅方向に延仲度 (8 4)で2

軸延仲処理した。形成された空隙部22の平均寸法は、空隙部22を平面視した場合

における長軸方向の長さaが 6０は で、空隙部を平面視した場合における短軸方

向の長さbが 8０は であった。

０1０7 こぅして作製された某材シート7 を図2０に示す製造装置7０に投入し、光拡散屑

8が設けられていない側の表面 (表 では「裏面」といぅ。) に光学要素 6を形成する (

図2を参照 )。先ず、上記のよぅにして得られた某材シート7 の巻取り口一ル72を用

意した。他方、金属円筒表面に三角形状の単位ブリズムの賦形型76が形成された

賦形口一ル73を用意し、これを中心軸の回りに回伝させつつ、 ダイ型ノズル74から

紫外線硬化型樹脂液8０を賦形口一ル面に供給し、単位ブリズムの賦形型76に充填

した。次いで、某材シート7 を巻取り口一ル72から賦形口一ル73の回伝周速度と同

期する速度で巻出して、押圧口一ル8 で某材シート7 をその賦形口一ル73上に、

前記樹脂液8０を間に介して積層密若させ、そのままの状態で紫外線照射装置8 2

からの紫外線を某材シート7 側から照射し、その賦形型76内で樹脂液8０を架橋

硬ィヒさせると同時に某材シート7 と接若させた。次いで、剥離口一ル8 3を用いて走



行する某材シート7 を、それに接着した光学要素 6と共に剥離し、三角形状の単位

ブリズムが複数配列された図 に示す態様の光学シート ０を得た。なお、単位ブリズ

ムの形状は、三角形状であり、詳しくは、ピッチ5０は で、単位ブリズム形状断面が
。頂角8 5 の二等辺三角形で、稜線が互いに平行になるように隣接して配列された

形状となるように形成した。また、この実施例 では、単位ブリズムの稜線方向Gと、空

隙部22の長軸方向とが平行になるように、賦形口一ルを配置して光学要素 6を形成

した。

０1０8 後述の表 に示したとおり、得られた光学シート ０法線輝度は比較例 の光学シー

トを ００。としたときの相対値で96 4 であった。また、某材シート7 のへイズ値は

4 5 9 であり、像鮮明度の値は0・5 スリットで測定したときの値で3・ であった

。なお、法線輝度は、得られた光学シートを測定したものであるが、ヘイズ値と像鮮明

度の値は、得られた光学シートを測定したものでほなく、本実施例で言えば、某材シ

ート7 (すなわち、透光性某材上に光拡散屑を形成してなる某材シート7 )を測定し

たものである。

０1０9 (実施例2)

実施例 と同様にして、実施例2の光学シートを作製した。この実施例2の光学シー

トは、像鮮明度の値を実施例 と同程度にしなが砧法線輝度を向上させようとして作

製したものである。得られた光学シートの法線輝度は比較例 の光学シートを ００

としたときの相対値で9 7 2 であった。また、某材シート7 のへイズ値は36 2 で

あり、像鮮明度の値は0・5 スリットで測定したときの値で3・2であった。こうした特

性の調整は、空隙部22の大きさ及び、光拡散屑 8内の微細粒子2０の粒径と含有

最を調整して行った。

０11０ (実施例3)

実施例 と同様にして、実施例3の光学シートを作製した。この実施例3の光学シー

トは、像鮮明度の値を実施例 よりも大きい値にすると共に法線輝度をさらに向上さ

せようとして作製したものである。得られた光学シートの法線輝度は比較例 の光学

シートを ００。としたときの相対値で99 7 であった。また、某材シート7 のへイズ

値は2０ であり、像鮮明度の値は0・5 スリットで測定したときの値で8・9であ



った。こぅした特性の調整は、空隙部22の大きさ及び、光拡散屑 8内の微細粒子2０

の粒径と含有呈を調整して行った。

０111 (実施例4)

実施例 と同様にして、実施例4の光学シートを作製した。この実施例4の光学シー

トは、像鮮明度の値を実施例 と同程度にするとともに空隙部22の形状を円形として

光拡散性を等方的にしよぅとして作製したものである。得られた光学シートの法線輝

度は比較例 の光学シートを ００。としたときの相対値で99 7 であった。また、某

材シート7 のへイズ値は 4 2 であり、像鮮明度の値は0・5 スリットで測定した

ときの値で9・2であった。空隙部22の形状と特性の調整は、縦横延仲倍率の調整と

光拡散屑 8内の微細粒子2０の粒径と含有呈を調整して行った。なお、空隙部22の

平均寸法は、空隙部22を平面視した場合における直交する長さはいずれも24

であり、ほぼ円形状になっていた。

０112 実施例4の光学シートは空隙部22の形状が円形であり、後述の比較例 ～4と同様

に、等方的な光拡散性を示しているが、下記の表 の結果からもわかるよぅに、特に

像鮮明度において良好な結果となった。

０113 (実施例5)

実施例 と同様にして、実施例5の光学シートを作製した。この実施例5の光学シー

トは、実施例 で作製した某材シート7 の実施例 とは反対側の面 (すなわち光拡散

屑 8が形成された面) に単位ブリズムを配列したものである (図 を参照 )。得られた

光学シートの法線輝度は比較例 の光学シートを ００ としたときの相対値で96・3

であった。

０114 (実施例6)

実施例 と同様にして、実施例6の光学シートを作製した。この実施例6の光学シー

トは、実施例 で作製した某材シート7 の単位ブリズムの配列方向を9０度回伝したも

のである。この光学シートを得るために表面の賦型パターンの向きを9０度回伝した

賦形口一ル73を作製し、使用した。得られた光学シートの法線輝度は比較例 の光

学シートを ００。としたときの相対値で9 5 3 であった。

０115 (実施例 )



実施例 と同様にして、実施例7の光学シートを作製した。この実施例7の光学シー

トは、空隙部22の形状を円形として光拡散性を等方的にするとともに実施例4の場合

よりも空隙部22を大きくしようとして作製したものである。得られた光学シートの法線

輝度は比較例 の光学シートを ００。としたときの相対値で9 8 5 であった。また、

某材シート7 のへイズ値は23 3 であり、像鮮明度の値は0・5 スリットで測定

したときの値で 2・8であった。

０116 実施例8)

実施例 と同様にして、実施例8の光学シートを作製した。この実施例8の光学シー

トは、像鮮明度の値を実施例 と同程度にするとともに空隙部22の形状を細長く変更

して作製したものである。得られた光学シートの法線輝度は比較例 の光学シートを

００。としたときの相対値で9 9 2 であった。また、某材シート7 のへイズ値は22

8 であり、像鮮明度の値は0・5 スリットで測定したときの値で3・5であった。

０117 (比較例 )

屈折率 ・5 6で厚さ 8 8 は の光学用ボリエチレンテレフタレートフィルム (東洋紡

製、 43００) にマットインキ (ボリエステル樹脂に粒径 5 は のアクリル系微粒子を混

ぜたもの) をコートして厚さ8 のマット屑を有する某材シートを作製した。こうして作

製された某材シートを、実施例 と同様に、図2０に示す製造装置7０に投入し、マット

屑を形成した側の反対面に光学要素 6を形成し、比較例 の光学シートを作製した

。なお、某材シートの作製にあたっては、ヘイズ値が28 ～32 程度になるように製

造条件を調整した。得られた某材シートのへイズ値は29 3 であり、また、某材シー

トの像鮮明度の値は0・5 スリットで測定したときの値で22・5であった。

０118 (比較例2)

比較例 と同様にコーティングにより某材シートを作製した。この比較例2の某材シ

ートは実施例 と同等のへイズ値が得られるように作製したものである。ヘイズ値の調

整は、マットインキに含有させるアクリル微粒子の含有呈を多くして調整した (表 参

照 ) 。こうして作製した某材シートに実施例 と同様に、図2０に示す製造装置7０に投

入し、マット屑を形成した側の反対面に光学要素 6を形成し、比較例2の光学シート

を作製した。得られた某材シートのへイズ値は4 6 2 であり、また、某材シートの像



鮮明度の値は0・5 スリットで測定したときの値で 7・2であった。

０119 (比較例3)

比較例 と同様にして、比較例3の光学シートを作製した。この比較例3の光学シー

トは、マットインキに含有させるアクリル微粒子として2０ のものを用いるとともに、

単位面積当たりの粒子の密度を実施例 の空隙部の密度と同程度にして作製したも

のである。得られた光学シートの法線輝度は比較例 の光学シートを ００。としたとき

の相対値で93 4 であった。また、某材シートのへイズ値は 2 7 であり、像鮮明

度の値は0・5 スリットで測定したときの値で4 2・ であった。

０12０ (比較例4)

比較例 と同様にして、比較例4の光学シートを作製した。この比較例4の光学シー

トは、マットインキに含有させるアクリル微粒子として8０は のものを用いるとともに、

単位面積当たりの粒子の密度を実施例 の空隙部の密度と同程度にして作製したも

のである。得られた光学シートの法線輝度は比較例 の光学シートを ００。としたとき

の相対値で94 8 であった。また、某材シートのへイズ値は ０ 8 であり、像鮮明

度の値は0・5 スリットで測定したときの値で5 9 ・8であった。

０12 1 (測定 )

得られた光学シートを構成する光拡散屑 8を顕微鏡写真で平面視観察し、光拡散

屑 8 内の空隙部22の単位面積当たりの密度 (個 c )と、空隙部22の大きさ (短

軸径 は 長軸径 は ) を計測した。

０122 法線輝度は、光線出射角度毎に輝度を測定する装置である微小偏角輝度計 (トプ

コン製、型式 : を用い、光源として等方拡散光を射出するライトテーブルを

使用し、視野角 度の測定条件で測定した。このとき、実施例 ～8及び比較例 ～4

の各光学シートで測定された輝度の値をもとにして、比較例 の光学シートの法線輝

度を ００ とし、実施例 ～8及び比較例2～4の光学シートの法線輝度を相対値と

して算出した。その結果を表 に示した。実施例 ～8の光学シートの法線輝度は、い

ずれも 以上 (比較例 に対する相対値) であった。なお、表 中の全光線透過率

は、光線透過率計 (株式会社村上色彩研究所社製、型式 : 5０) を用いて測

定した。



０12 3 ヘイズ値は、光学要素 6 を除いた態様での光学シート ０、すなわち、透光性某材

2 上に、空隙部 2 2 を有する光拡散屑 8 が形成された某材シート7 を測定試料とし

たものである。某材シート7 の中心部を6 ０ 角で切り出した試験片について、光

線透過率計 (株式会社村上色彩研究所社製、型式 : 5 ０) を用い、J S

736 に従って測定した。この結果を表 に示した。

０12 4 像鮮明度の値は、光学要素 6 を除いた態様での光学シート ０、すなわち、透光性

某材 2 上に、空隙部2 2 を有する光拡散屑 8 が形成された某材シート7 を測定試

料としたものである。測定には、写像性測定器 (スガ試験機株式会社製、型式 : C

P ) を用い、J S に従い、透過測定、測定角度０。、光学くし(スリッ
ト幅 : 2 ０ 、 ・０ 、 ・5 、 ・ 2 5 ) で測定した。像鮮明度の値の評価

を例えばスリット幅０・5 の場合で説明すれば、その値が 5 以下ではぼかしの程

度が大きく、干渉縞等による輝度不均一性の発生を抑制することができるが、その値

が 2 ０～4 ０の範囲ではぼかしの程度が中程度で、干渉縞等による輝度の不均一さが

視認倦れることがあり、その値が 5 ０を超えるとぼかしの程度が低く、干渉縞等による輝

度不均一さが視認される。また、比較例 ～4 の光学シートについても同様に測定し

た。この結果を表 に示した。

０12 5 光拡散性については、3 次元ゴニオシステム (オプテック社製 ) を用いて、人射光角
。 。度０ からｱ ０ に変ィヒさせたときの拡散特性を測定した。垂直画角 ( ) につい

ては、実施例 、実施例 7 及び比較例4 で作製したそれぞれの某材シート7 の垂直

方向の拡散特性を測定し、水平画角 ( ) についても、実施例 、実施例 7 及び比

較例4 で作製したそれぞれの某材シート7 の水平方向の拡散特性を測定した。その

結果を図2 と図2 2 に示した。

０12 6 なお、図2 及び図2 2 は、実施例 、実施例 7 及び比較例4 で作製したそれぞれの

某材シート7 を試料とし、各々の正面輝度を ００ としての垂直方向及び水平方向

の相対輝度と角度との関係を示したものである。ここで吉ぅ「拡散特性」は、垂直方向

及び水平方向の光拡散性を輝度と拡散角とからなる光拡散曲線で表したものである

。図2 の拡散特性は垂直方向の光拡散性を示しているが、ここでいぅ「垂直方向」と

は、某材シート7 を平面祝したときに 軸方向に長く伸びるよぅに配向した略楕円形



からなる空隙部の長軸方向に平行となる方向である。一方、図22の拡散特性は水平

方向の光拡散性を示しているが、ここでいぅ「水平方向」とは、某材シート7 を平面視

したときに 軸方向に長く伸びるよぅに配向した略楕円形からなる空隙部の長軸方向

と直交する方向である。

０127 表 からわかるよぅに、比較例4で用いた某材シートには粒径 8０は の微粒子が含

まれ、空隙部は含まれていない。一方、実施例7で用いた某材シート7 は空隙部が

等方的に8０は となっており、実施例 で用いた某材シート7 は短径 長径二 8０

は 6０は の非等方的な空隙部を有している。図2 と図22はこれらの各某材シ

ートの光拡散性を示しているが、比較例4の某材シートにおける光拡散曲線 (相対輝

度分布曲線とも呼ばれる。) は、図2 に示す垂直方向の曲線も図22に示す水平方

向の曲線も共に、狭い角度範囲 (半値幅が 、 、刮 ) の態様からなる拡散特性を示して

いる。実施例7の某材シートにおける光拡散曲線は、図2 に示す垂直方向の曲線も

図22に示す水平方向の曲線も共に、比較例4よりもやや広い角度範囲の態様からな

る拡散特性を示している。一方、実施例 の某材シートにおける光拡散曲線は、図2

に示す垂直方向の曲線ではより広い角度範囲 (半値幅が大きい) の態様からなる拡

散特性を示しているが、図22に示す水平方向の曲線では実施例7よりも狭い角度範

囲の態様からなる拡散特性を示している。この理由は、等方的な空隙部を含む実施

例7は、等方的な粒子を含む比較例4よりも良好な光拡散性を示すものの、実施例7

の空隙部と比較例4の粒子はいずれも等方的な形状であるため、拡散特性は垂直、

水平共にほぼ同等になっている。一方、非等方的な空隙部を含む実施例 は、垂直

方向と水平方向の拡散特性の差が非常に顕著であった。これは、既に説明したとお

り、略楕円形の空隙部が配向する方向と拡散特性との関係に依存していることを示し

ている。

０128 なお、本願において、光拡散曲線から得られた半値幅とは、図2 においては、相

対輝度 5０。のときの拡散角の幅のことであり、したがって、例えば実施例 の某材シ

ートにおいては、図22に示す拡散特性の測定方向である水平方向が、本発明でいぅ

「光拡散曲線から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向」

であり、且つ「平面視で 軸方向に配向した略楕円形からなる空隙部の長軸方向に



直交する方向」である。

０129 (評価 )

本発明に係る実施例 ～8の光学シート ０は、表 の結果と図2 及び図22の拡散

特性から、ヘイズ値が2０ ～9 5 の範囲で、像鮮明度の値が例えば0・5 スリッ
トの場合にいずれも 5以下といぅ値を示した。さらに、法線輝度がいずれも9 5 以上

(比較例 に対する相対値) と高い値であった。この結果は、光学シートを有する面光

源装置む液品表示装置のバックライト部材として用いれば、観察者にとって十分な明

るさを保持した状態で干渉縞等による輝度不均一化を抑制することができる。

０13０ 表2は、直下型バックライトュニットとェッジライト型バックライトュニットとをそれぞれ

準備し、それぞれのバックライトュニット上に、実施例 、実施例6及び比較例2の各

光学シートを載せたときの輝度ムラ外観の評価結果である。

０13 1 このとき、直下型バックライトュニットを用いた場合及びェッジライト型バックライトュ
ニットを用いた場合のいずれにおいても、各光学シートの単位ブリズムの稜線方向と

、各バックライトュニットの光源である冷陰極管の長手方向とが平行になるよぅにセット

した (図 3及び図 4を参照 ) 。一方、光拡散屑 8の空隙部2 2の略楕円形状の長軸

方向と、各光学シートの単位ブリズムの稜線方向とは、直下型バックライトュニットを

用いた場合においては平行とし、ェッジライト型バックライトュニットを用いた場合にお

いては直交するよぅに配置した。

０132 表2の結果より、比較例2の光学シートを用いた場合はいずれも輝度ムラがはっきり

確認されたが、実施例 ，6の光学シートを用いた場合は輝度ムラは改苦された。特

に、実施例 の光学シートを直下型バックライトュニットに適用した場合と、実施例6の

光学シートをェッジライト型バックライトュニットに適用した場合は、最も輝度ムラを改

苦する効果が高いことが確認された。

０133 表



｜



０134 表 2

: ム ラ み い
ム ゎずかにムラがみとめられる

X ムラがはっき り見える

図面の簡単な説明

０135 図 本発明の光学シートの一例を示す模式的な斜視図である。

図2 本発明の光学シートの他の一例を示す模式的な斜視図である。

図3 本発明の光学シートの他の一例を示す模式的な斜視図である。

図4 図 に示す光学シートの拡大断面図である。

図5 光拡散屑の拡大断面図である

図6 光拡散層の拡大平面図である。

図7 光拡散層に含まれる空隙部での光拡散性を球形の空隙部を例にして説明する

模式図である

図8 光拡散層に含まれる微細粒子での光拡散性を球形の微細粒子を例にして説明

する模式図である

図9 延仲処理した後に実際に現れる空隙部の平面視形状の模式図である。

図1０図gの 断面図である。

図11 図gの 断面図である

図12 光学要素の他の形態例を示す模式的な斜視図である。

図13 本発明の光学シートが備える光学要素及び光拡散屑と、本発明の光学シート

に細み合わせる光源との関係を説明する構成図である。

図14 本発明の光学シートが備える光学要素及び光拡散屑と、本発明の光学シート

に細み合わせる他の光源との関係を説明する構成図である。

図15 本発明の第 態様に係る面光源装置の一例を示す斜視図である。



図16 本発明の第2態様に係る面光源装置の一例を示す斜視図である。

図17 本発明の第 及び第2態様に係る面光源装置の他の一例を示す透視断面図

である。

図18 本発明の表示装置としての液品表示装置の一例を示す概略斜視図である。

図19 本発明の表示装置としての液品表示装置の他の一例を示す概略斜視図であ

る。

図2０某材シート上に光学要素を形成するための製造装置の一例を示す模式的な

構成図である。

図21 某材シートの垂直方向の拡散特性の測定結果である。

図22 某材シートの水平方向の拡散特性の測定結果である。

符号の説明

０ ０ ０ C 光学シート

2 …透光性某材

3 7 …某材シート

4 …単位ブリズム

4 4 …単位レンズ

6 6 6C…光学要素

8 …光拡散屑

9 …樹脂材料

2０…微細粒子

22…空隙部

3０ 3０ 4０ 4 ・‥面光源装置

32…導光体

32 …側端面

32 …光放出面

34…光源

36 44 …光反射板

5０ 6０…液品表示装置



52 62 …液品パネル
…透光性某材の一方の面

S 2 …透光性某材の他方の面

X …光学シートの法線に直交する方向

…光学シートの法線

a ・‥空隙部を平面視した場合における長軸方向の長さ

b …空隙部を平面祝した場合における短軸方向の長さ

…最大の半値幅を示す仮想線の延びる方向

G …単位ブリズム又は単位レンズの稜線方向

…線状光源の幅方向 (長手方向)

J ・‥単位ブリズムの配列方向



請求の範囲

透光性某材と、該透光性某材の一方の面に設けられた、単位ブリズム又は単位レ

ンズを複数配列してなる光学要素と、前記一方の面と前記光学要素との間に及び

又は前記透光性某材の他方の面上に設けられた光拡散屑とを有し、該光拡散屑のぅ

ち少なくとも一方の面に設けられた光拡散屑が、光拡散要素としての空隙部を有す

ることを特徴とする光学シート。

2 いずれか一方の表面近傍に又は一方の面から他方の面に至るまで光拡散要素と

しての空隙部が形成された透光性某材と、該透光性某材の一方の面に設けられた、

単位ブリズム又は単位レンズを複数配列してなる光学要素とを有することを特徴とす

る光学シート。

3 前記空隙部を有する光拡散屑が微細粒子を分散させた透明樹脂屑を は2軸

に延伸して形成されてなり、前記空隙部が断面視で該光学シートの法線に直交する

方向に伸びた扁平形状である、請求項 又は2に記載の光学シート。

4 前記空隙部が平面視で 軸方向に配向した略楕円形である、請求項 ～3のいず

れか 項に記載の光学シート。

5 前記空隙部が平面視で略円形である、請求項 ～3のいずれか 項に記載の光学

シート。

6 前記光学要素を除いた光学シートについて該光学シートの法線と平行に直線光を

人射し、該直線光が該光学シートを透過した透過光の光拡散性を測定した場合にお

いて、該光学シートの法線に直交する複数の仮想線上で測定した光拡散性が非等

方的である、請求項 ～4のいずれか 項に記載の光学シート。

7 前記非等方的な光学シートの光拡散性が輝度と拡散角とで表される光拡散曲線で

表される場合に、該光拡散曲線から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を示す仮想、

線の延びる方向が、平面視で 軸方向に配向した略楕円形からなる空隙部の長軸方

向に直交する方向である、請求項6に記載の光学シート。

8 前記非等方的な光学シートの光拡散性が輝度と拡散角とで表される光拡散曲線で

表される場合に、該光拡散曲線から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を示す仮想、

線の延びる方向と、



前記光学要素を構成する単位ブリズム又は単位レンズの稜線方向と、が直交又は

略直交するよぅに構成されている、請求項6又は7に記載の光学シート。

9 前記非等方的な光学シートの光拡散性が輝度と拡散角とで表される光拡散曲線で

表される場合に、該光拡散曲線から得られた半値幅のぅち最大の半値幅を示す仮想、

線の延びる方向と、

前記光学要素を構成する単位ブリズム又は単位レンズの稜線方向と、が平行又は

略平行となるよぅに構成されている、請求項6又は7に記載の光学シート。

０ 前記光学要素を除いた光学シートについて該光学シートの法線と平行に直線光を

人射し、該直線光が該光学シートを透過した透過光の光拡散性を測定した場合にお

いて、該光学シートの法線に直交する複数の仮想線上で測定した光拡散性が等方

的である、請求項 ，2，3，5のいずれか 項に記載の光学シート。

前記光学要素を除いた光学シート呵 S 7374で規定される方法で測定した像

鮮明度の値がスリットピッチ0・5 において 5以下であり、

前記光学要素を除いた光学シート呵 S 736 で規定される方法で測定し

たへイズ値が2０ 以上95 以下である、請求項 ～０のいずれか 項に記載の光

学シート。

2 透光性材料からなり、少なくとも つの側端面から導入された光を一方の面である光

放出面から出射する導光体と、前記導光体の少なくとも前記 つの側端面から内部

に光を人射させる光源と、前記導光体の光放出面に設けられ、該光放出面から出射

する光を透過する光学シートと、を有する面光源装置であって、

前記光学シートが、透光性某材と、該透光性某材の一方の面に設けられた、単位

ブリズム又は単位レンズを複数配列してなる光学要素と、前記一方の面と前記光学

要素との間に及び 又は前記透光性某材の他方の面上に設けられた光拡散屑とを

有し、該光拡散屑のぅち少なくとも一方の面に設けられた光拡散屑が光拡散要素とし

ての空隙部を有することを特徴とする面光源装置。

3 透光性某材と、該透光性某材の一方の面に設けられた、単位ブリズム又は単位レ

ンズを複数配列してなる光学要素と、前記一方の面と前記光学要素との間に及び

又は前記透光性某材の他方の面上に設けられた光拡散屑とを有し、該光拡散屑のぅ



ち少なくとも一方の面に設けられた光拡散屑が、光拡散要素としての空隙部を有す

る光学シートと、

該光学シートの背面側から光を照射する光源と、

該光源の前記光学シートと反対側に配置され、前記光源からの光を前記光学シー

ト方向に反射する反射体と、を有することを特徴とする面光源装置。

4 前記光学シートを構成する光学要素が、前記光源からの光の出射側に設けられて

いる、請求項 2 は 3に記載の面光源装置。

5 前記光学シートを構成する光学要素が、前記光源からの光の入射側に設けられて

いる、請求項 2 は 3に記載の面光源装置。

6 前記光学シートに代えて、

いずれか一方の表面近傍に又は一方の面から他方の面に至るまで光拡散要素と

しての空隙部が形成された透光性某材と、該透光性某材の一方の面に設けられた、

単位ブリズム又は単位レンズを複数配列してなる光学要素とを有する光学シートを用

いた、請求項 2～5のいずれか 項に記載の面光源装置。

7 平面状の透光性表示体と、該透光性表示体の背面に配置され、前記透光性表示

体を背面から光照射する請求項 2～6のいずれか 項に記載の面光源装置と、を

備えることを特徴とする表示装置。
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